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2022 年調査
■ 調査目的：

■ 調査方法：
■ 調査対象：
■ 回答数　：
■ 対象期間：
■ D I値　　：

市内事業所の景況や雇用の状況について把握し、
今後の三田市商工会の伴走型支援を進めるための基礎資料を得る。
郵送による調査票送付、返信
市内事業者　2,161 社
503 社（回答率 23%）
【前期】 2022 年 4 月～ 6月、【今期】 2022 年 7 月～ 9月、【来期】 2022 年 10 月～ 12 月
①業況…良い割合 ー 悪い割合、売上高…好調割合 ー 低調割合
　仕入高…上昇割合 ー 低下割合、採算…黒字割合 ー 赤字割合
　設備…過剰割合 ー 不足割合、従業員…過剰割合 ー 不足割合
②<>内は前回同期（2021 年 7月～9月）の数値との差

■ 回答企業の属性  【全体】

【業種】

【売上高】【業歴】

【従業員数】 【資本金】

建設業
14%

製造業
13%

小売業
16%

その他
15%

卸売業 5%

情報通信業 1%金融・保険業 2%

教育・学習・支援業 4%

宿泊業
サービス業
9%

医療・福祉業
10%

生活関連サービス業
娯楽業
9%

運輸・郵便業 2%

5人以下
57％

6人～10 人
14％

11 人～20 人 10％

21 人～50 人
10％

51 人～100 人
5％

100 人～300 人
3%

300 人超
1%

無し
（個人事業主）

33%

500 万円以下
23%

500 万円超～
1千万円以下
18%

1 千万円超～
3千万円以下
13%

3 千万円超～5千万円以下
4%

5千万円超～1億円以下
4%

1億円超～3億円以下
3% 3億円超

2%

50 年超
18%

41 年～50 年以下
8%

31 年～40 年以下
16%

6 年～10 年以下
9%

5年以下
14%

21 年～30 年以下
16%

11 年～20 年以下
19%

500 万円未満
13%

500 万円～
1千万円未満
16%

1 千万円～
3千万円未満
19%

5 千万円～
1億円未満
12%

1 億円～
5億円未満
19%

3 千万円～
5千万円未満
8.0%

50 億円～100 億円未満
1%

5億円～10 億円未満
5%

100 億円以上
1%

10 億円～50 億円未満
6%

・回答事業所の「業種」の属性割合は 2021 年度調査と概ね同様の結果であった。
・従業員数 5人以下が全体の 57％で小規模事業者が半数を占めている。
・業歴 50 年超の事業所が 18％、30 年以上の事業が 42%を占めている。
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■ 業況

前期（480）

今期（483）

来期

建設業（68）

製造業（63）

卸売業（21）

小売業（79）

情報通信業（4）

運輸・郵便業（10）

金融・保険業（10）

宿泊業・飲食サービス業（46）

生活関連サービス業・娯楽業（44）

教育・学習支援事業（18）

医療・福祉業（47）

その他（73）

DI 値

▲26.5

▲35.1

▲28.5

▲50.0

▲23.9

▲38.1

▲60.8

0.0

▲30.0

0.0

▲36.9

0.0

▲5.5

▲23.5

▲24.6

0 20 40 60 80 100

44.2％38.1％17.7％

48.8％37.5％13.7％

43.0％42.5％14.5％

6.3％

30.0％ 10.0％

20.0％

25.0％

15.1％ 45.2％ 39.7％

16.7％

19.1％ 38.3％ 42.6％

61.1％ 22.2％

50.0％ 25.0％

19.6％ 23.9％ 56.5％

60.0％

60.0％

26.6％

50.0％ 25.0％25.0％

67.1％

5.9％

17.4％

14.3％ 33.3％ 52.4％

41.3％ 41.3％

38.2％ 55.9％

■良い　■不変　■悪い

全体

20.0％

<▲5.2>

<▲4.4>

<5.7>

<▲13.9>

<▲10.2>

<▲10.5>

<▲12.3>

<0>

<45>

<0>

<38.1>

<29.1>

<▲18.8>

<▲6.8>

<▲3.7>

2022 年度の7月 -9月の全業種の業況判断DI は（前回調査時同期▲30.7→）▲35.1（前回差 4.4ポイント減）
となり、マイナス幅が拡大した。
その中で、「運輸・郵便業」「宿泊業・飲食サービス業」「生活関連サービス業・娯楽業」の業況判断
DI は改善した。
今なお続く新型コロナウイルス感染症による影響に加え、原油・原材料高騰の影響もあり、全体として
業況は改善していない。

・

・

・
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■ 売上高

前期（484）

今期（477）

来期

建設業（67）

製造業（62）

卸売業（19）

小売業（80）

情報通信業（4）

運輸・郵便業（10）

金融・保険業（7）

宿泊業・飲食サービス業（45）

生活関連サービス業・娯楽業（45）

教育・学習支援事業（18）

医療・福祉業（47）

その他（73）

DI 値

▲24.8

▲26.2

▲25.8

▲43.3

▲11.3

▲26.3

▲48.8

25.0

▲50.0

▲14.3

▲31.1

▲28.8

▲5.6

▲10.6

▲9.6

■好調　■横ばい　■低調

0 20 40 60 80 100

40.7％43.4％15.9％

41.1％44.0％14.9％

39.6％46.6％13.8％

49.3％44.7％6.0％

37.1％37.1％25.8％

42.1％42.1％15.8％

53.8％41.2％

75.0％25.0％

5.0％

10.0％

15.6％

19.2％ 52.0％ 28.8％

40.0％ 44.4％

11.1％

21.3％ 46.8％ 31.9％

72.2％ 16.7％

17.8％ 33.3％ 48.9％

30.0％ 60.0％

14.3％ 57.1％ 28.6％

全体

<▲2.2>

<5.1>

<8.4>

<▲11.3>

<1.0>

<1.2>

<▲0.8>

<75>

<12.5>

<▲32.5>

<48.3>

<5.8>

<▲18.9>

<8.0>

<12.6>

2022 年度の 7月 -9 月の全業種の売上高 DI は（前回調査時同期▲31.3→）▲26.2（前回差 5.1ポイント増）となり、
マイナス幅が縮小した。
業種別にみると「金融・保険業」で（前回調査時18.2→）▲14.3（前回差 32.5 ポイント減）、「教育・学習支援事業」で
（前回調査時→13.3）▲5.6（前回差18.9 ポイント減）とマイナスに転じた。
一方、「宿泊業・飲食サービス業」で（前回調査時▲79.4→）▲31.1（前回差 48.3 ポイント増）、「生活関連サービス業・
娯楽業」で（前回調査時▲34.6→）▲28.8（前回差 5.8 ポイント増）とマイナス幅が縮小しており、行動制限などの影響を
大きく受けた業種では、昨年よりも売上高が大幅に改善した。

・

・

・
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■ 売上拡大に向けた取組み

5.5％

12.7％

14.8％

4.2％

【主なターゲット地域】

【売上拡大に向けて今後注力したい取り組み】

【売上拡大に取り組む上での課題】

市内

阪神間

日本全国

近畿圏

海外

人材不足

設備の老朽化・不足

資金の不足

知識・ノウハウの不足

商品・サービス・技術の不足

市場情報の不足

許認可等に係る規制・制度

その他

顧客ニーズに対するきめ細やかな対応

営業・販売体制の見直し・強化

既存製品・サービスの高付加価値化

新分野への進出

新商品・新サービスの開発

価格競争力の強化

海外需要の開拓

その他

56.8％

17.1％

9.6％

2.0％

34.6％

18.6％

15.5％

11.4％

10.8％

30.9％

10.6％

8.6％

14.5％

1.5％

11.5％

5.5％

市内事業者の主なターゲットは 56.8%が市内で、阪神間・近畿も含めると83.5% を占めている。
日本全国・海外は16.5%であり、今後はネット販売、ECサイトの導入による販路の拡大が急がれる。
売上拡大に向けた今後の取組としては、顧客ニーズに対するきめ細やかな対応が全体の34.6% を占め、次に営業・
販売体制の見直し・強化が 18.6% と続いた。また、既存事業から新分野へ進出する企業の割合が昨年より増加
している。
売上拡大に向けての課題は人材不足が 30.9%、設備の老朽化・不足が14.8%、資金の不足が12.7%となっており、
人材確保や設備更新のための資金調達が求められている。

・

・

・

3.5％
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■ 仕入高

前期（422）

今期（424）

来期

建設業（65）

製造業（60）

卸売業（21）

小売業（74）

情報通信業（4）

運輸・郵便業（7）

金融・保険業（6）

宿泊業・飲食サービス業（44）

生活関連サービス業・娯楽業（39）

教育・学習支援事業（16）

医療・福祉業（35）

その他（53）

DI 値

26.1

36.5

35.4

43.0

66.7

52.4

20.3

0.0

85.7

0.0

47.7

25.6

31.3

40.0

9.4

■上昇　■不変　■低下

■全て転嫁できている　■一部しか転嫁できていない　■全く転嫁できていない

■市内　■市外　■海外

【上昇した仕入れコストは転嫁できたか】

【主な仕入先】

0 20 40 60 80 100

46.5％ 13.7％39.8％

36.1％ 13.7％50.2％

36.8％ 13.9％49.3％

20.0％ 18.5％61.5％

16.7％ 8.3％75.0％

28.6％ 9.5％61.9％

36.5％ 21.6％

100％

100％

41.9％

14.3％85.7％

68.7％31.3％

42.8％ 8.6％48.6％

64.2％ 13.2％22.6％

53.8％ 10.3％35.9％

11.3％ 20.5％68.2％

15.0％ 57.3％ 27.7％

22.8％ 73.9％ 3.3％

全体

<23.1>

<33.7>

<32.6>

<35.8>

<50.8>

<41.7>

<24.7>

<0.0>

<99.9>

<▲20>

<50.3>

<34.6>

<14.6>

<27.8>

<10.9>

2022 年度の7月 -9月の全業種の仕入 DI は（前回調査時同期 2.8→）36.5（前回差 33.7ポイント増）となり、プラス幅が
拡大した。
業種別にみると「運輸・郵便業」で（前回調査時▲14.2→）85.7（前回差 99.9 ポイント増）となっており、原油高騰の影響を
大きく受けていると思われる。
また、｢製造業｣（前回調査時15.9→）66.7（前回差 50.8 ポイント増）、｢宿泊業・飲食サービス業｣（前回調査時▲2.6→）
47.7（前回差 50.3 ポイント増）など、ほとんどの業種でプラス幅が拡大しており、利益の圧迫が懸念される。
仕入コストの転嫁については、「全て転嫁出来ている」が15.0%、「一部しか転嫁できていない」「全く転嫁できていない」が
85％となっており、価格転嫁が進んでいない。
仕入先は「市外」が 73.9%と多くを占めている。

・

・

・

・
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■ 採算

前期（454）

今期（461）

来期

建設業（67）

製造業（61）

卸売業（22）

小売業（76）

情報通信業（4）

運輸・郵便業（8）

金融・保険業（6）

宿泊業・飲食サービス業（46）

生活関連サービス業・娯楽業（43）

教育・学習支援事業（15）

医療・福祉業（42）

その他（71）

DI 値

▲2.0

▲3.4

2.4

▲13.4

13.1

18.2

▲11.8

25.0

25.5

66.7

▲41.3

▲16.2

13.3

26.2

▲5.6

■黒字　■収支均衡　■赤字

0 20 40 60 80 100

35.5％31.0％33.5％

33.8％35.8％30.4％

28.9％39.8％31.3％

34.3％44.8％20.9％

25.0％50.0％ 25.0％

33.3％66.7％

58.7％23.9％17.4％

39.5％37.2％23.3％

39.4％26.8％33.8％

6.7％20.0％ 73.3％

21.4％31.0％47.6％

35.5％40.8％

75.0％25.0％

23.7％

26.2％34.5％39.3％

27.3％27.2％45.5％

全体

<▲0.3>

<▲6.6>

<2.2>

<▲4.6>

<0.7>

<▲3.3>

<9.2>

<100>

<50.5>

<▲3.3>

<16.5>

<▲12.3>

<29.5>

<5.0>

<▲5.6>

2022年度の7月 -9月の全業種の採算DIは（前回調査時同期3.2→）▲3.4（前回差 6.6ポイント減）
となり、全体としてはマイナスに転じた。
しかし、業種別にみると「情報通信業」で（前回調査時▲75.0→）25.0（前回差100.0 ポイント増）、
「運輸・郵便業」で（前回調査時▲25.0→）25.5（前回差 50.5 ポイント増）、「宿泊業・飲食サービス
業」で（前回調査時▲57.8→）▲41.3（前回差16.5 ポイント増）と好転している業種もある。

・

・
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■ 設備

【今後の設備投資の予定】

全体（439）

建設業（64）

製造業（62）

卸売業（20）

小売業（74）

情報通信業（4）

運輸・郵便業（10）

金融・保険業（8）

宿泊業・飲食サービス業（44）

生活関連サービス業・娯楽業（41）

教育・学習支援事業（15）

医療・福祉業（38）

その他（59）

DI 値

▲18.0

▲18.8

▲17.8

▲30.0

▲13.5

▲25.0

▲20.0

▲12.5

▲25.0

▲12.2

▲20.0

▲13.2

▲20.3

■過剰　■適正　■不足

0 20 40 60 80 100

19.8％78.4％1.8％

18.8％81.3％

19.4％79.0％1.6％

30.0％70.0％

16.2％81.1％

25.0％75.0％

20.0％80.0％

87.5％ 12.5％

2.7％

29.5％65.9％4.5％

13.2％86.8％

22.0％76.3％1.7％

17.1％78.0％

20.0％80.0％

4.9％

■増設する　■現状維持　■縮小する

14.5％ 77.3％ 8.2％

DI 値
6.3 <▲2.0>

<▲1.6>

<4.1>

<▲8.9>

<▲10.7>

<0.8>

<0.0>

<8.5>

<▲12.5>

<0.0>

<▲7.6>

<▲4.6>

<3.1>

<0.8>

2022 年度の7月 -9月の全業種の設備過不足 DI は（前回調査時同期▲16.4→）▲18.0（前回調査時
同期差▲1.6 ポイント減）となり、不足感にあまり変化はない。
今後の設備投資に関しても全体の77.3 が現状維持とするも「増設する」が「縮小する」を 6.3 ポイント
上回っており、設備投資を予定する事業所の方が多い。

・

・
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15.4％

1.2％

■ 資金繰り

【借入資金用途】

【借入時金融機関の姿勢】 【どのような点が厳しいか】

【資金繰りと金融機関の対応】 【令和 4年 4月以降の事業用資金の借入申込】

0 10 20 30 40 50 60

通常の運転資金

新規設備投資に係わる資金

既存設備の改修・定期更新に係わる資金

新規事業に係わる資金

売上（受注）増に伴う増加運転資金

人材採用に係わる資金

宣伝・PRに係わる資金

研究開発資金

その他

59.0％
19.3％

8.4％
6.0％

3.6％
2.4％

0％
0％

申込金額の借入が困難（減額を含む）

条件の厳格化

信用保証協会の保証付加の要求

金利の引上げの要求

貸付条件は変わらないがサービスは低下した

新規借入の際、既存貸付の繰上げ返済要求

他の金融機関、公的機関の利用を勧められた

返済期間の延長申出の拒否

その他

30.8％

23.1％

7.7％

7.7％

7.7％

3.8％

3.8％

0％

厳しい
12.7％

普通
64.8％

緩い
22.5％

0 5 10 15 20 25 30 35

楽である
8.8％

普通
66.7％

苦しい
24.6％

借入申込をした
13.8％

借入申込をしていない
86.2％
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■ 資金繰り

【メインバンク】 【左記金融機関から借入した理由】

都市銀行
35.9％

地方銀行
17.1％

信用銀行
31.8％

信用組合
9.5％

政府系
5.7％

金利が低い
16.0％

その他
9.2％

銀行の対応が
親身、丁寧
21.3％

長年の付き合い
47.9％

融資以外の
サポートメニューは

豊富
3.3％

支店進出先にも
金融機関の支店がある

2.4％

2022年度の7月 -9月の全業種の資金繰りDIは（前回調査時同期▲18.6→）▲15.8（前回差2.8ポイント増）
となり、マイナス幅が縮小した。
2022年 4月以降に借入をした事業所は全体の13.8%で、借入金の使途は運転資金が59.0%を占めている。
借入難易度 DI は（前回調査同期 9.5→）9.8（前回差 0.3 ポイント増）となり、あまり変化はなかった。
今後、コロナ融資の据置期間が終了し、返済の始まる事業所が多いため、状況を注視する必要がある。

・

・
・
・
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専門技術職
営業・販売職
生産・労務職

事務職
その他

■ 従業員

専門技術職
営業・販売職

事務職
生産・労務職

その他

採用活動への支援

人材育成・職業訓練に対する支援

業務効率化・省力化への支援

女性が働きやすい環境整備への支援

高齢者が働きやすい環境整備への支援

外国人技能実習生受入への支援

OB人材（大企業等）の活用への支援

その他

【過剰な雇用形態】

【過剰な職種】

【不足している雇用形態】

【不足している職種】

【従業員数】

【採用活動への支援希望】

【「不足のみ」どのような支援を希望】

適性
61.3％

不足
36.6％

過剰 3.1％
41.6％ 56.0％ 2.4％

■正規従業員　■パート・アルバイト　■派遣労働者

■正規従業員　■パート・アルバイト　■派遣労働者

51.4％ 43.0％ 5.6％

32.4％

34.9％
22.5％

19.6％
13.9％

9.1％

29.6％
15.7％

13.0％
9.3％

43.6％
13.1％
13.1％

9.7％
8.9％

5.1％
2.1％

求人掲載料の助成

学生・学校とのマッチングの実施

企業説明会（合同面接会）の開催

ホームページの採用ページ作成

学生の職業体験受け入れ

その他

46.4％
18.2％
16.0％

11.0％
7.2％

1.1％

2021年度の7月 -9月の全業種の従業

員数過不足 DI は（前回調査時同期

▲25.7→）▲33.5（前回差▲7.8 ポイント

減）となり、不足感が増している。

雇用に関する支援として、採用活動の

支援、人材育成・職業訓練に対する

支援、業務効率化・省力化への支援の

助成を求めている事業所が多い。

・

・

4.2％
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14.4％

14.7％17.1％とても悪い

悪い

不変

良い

とても良い

とても低調

低調

横ばい

好調

とても好調

新しい生活様式の浸透による消費動向の変化

円安や物価高・原油高による利益の圧迫

人手不足による企業活動の停滞

テレワークや IT 導入による業務効率化

新規事業の開始、新分野への進出

その他

■ コロナ以前と比べた状況

【今期の業況の評価】

【今期の売上の評価の要因】

【今期の売上の実績】

25.9％
10.5％

1.4％ 1.3％
11.4％

半導体不足やウクライナ侵攻による
製品等の納期遅れ、または入手困難

消費マインドの悪化や予約キャンセルに
伴う受注・利用者の減少

20.3％

19.9％

18.3％

コロナ以前と比べ、今期の業況評価は「とても悪い」「悪い」が全体の 62.2% を、売上実績は「とても低調」
「低調」が全体の 54.8% を占めており、コロナ以前の水準に戻っていない事業所が多い。
コロナ以前と比べて今期の売上評価の要因として、新しい生活様式の浸透による消費動向の変化が 20.3%、
消費マインドの悪化や予約キャンセルに伴う受注・利用者の減少が 18.3% と新型コロナウイルス感染症の
影響による時流の変化の影響が大きい。

・

・

45.1％ 40.1％
32.5％

10.4％

9.5％

3.8％

3.3％
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22.5％

28.0％

25.7％

48.5％

14.7％

■ インボイス制度への取組

【消費税課税区分についてどれに該当しますか】

【インボイス制度導入後、免税事業者との取引】

【インボイス制度の登録申請はいつ頃か】 【インボイス制度導入について相談相手は】

【インボイス制度導入について相談相手】

【インボイス制度をご存知ですか】

本則課税事業者

簡易課税事業者

免税事業者

わからない

すでに登録済み

申請中

申請予定だが時期は未定

提出予定なし（免税事業者のまま）

何を準備すればよいのかわからない

その他

これまでどおり行う

未定

顧問税理士

同業者

その他

42.2％

10.1％
87.1％

7.6％

5.3％

25.4％

17.7％

課税事業者でなければ
取引を行なわない

6.2％

いる いない

81.2％ 18.8％

インボイス制度について「よく知っている」「ある程度は知っている」が 61.1％を占めているが、「名前を聞いた
ことはある」「全くわからない」が 38.9％ある。
インボイス制度導入後の免税事業者との取引においては、「これまでどおり行う」が 39.4%、「課税事業者で
なければ取引を行わない」が 12.1%、「未定」が 48.5％となっており、判断できていない事業者が多い。
インボイス制度の登録申請について｢すでに登録済み｣｢申請中｣｢申請予定だが時期は未定」が全体の 59.9％
となっている。一方で「何を準備すればよいのかわからない」が 22.5％となっており、支援が必要である。

・

・

・

ある程度は知っている
48.1％名称を聞いたことはある

23.1％

全くわからない
15.8％

よく知っている
13.0％

39.4％

12.1％

7.4％
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■ BCP（事業継続計画）の策定状況

【BCP を策定状況】

策定している

現在策定中である

策定を検討中である

策定していない

【BCP を策定していない理由】

必要性を感じない

BCP（事業継続計画）を知らない

計画策定の方法がわからない

計画策定が手間である。時間がない

36.4％

30.7％

18.5％

14.4％

5.5％

12.1％

ＢＣＰを「策定している」「現在策定中」「策定を検討中」が 34.1%、「策定していない」が 65.9%となっている。
ＢＣＰを策定していない理由として「必要性を感じない」が 36.4%、「ＢＣＰを知らない」「計画策定方法が
わからない」が 49.2% となっており、危機に対して意識の低い事業者や、策定に対して難しさを感じている
事業者が多い。

・
・

65.9％

16.5％
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30 件

「利用したことがある」が 4.4%、「知っているが利用したことがない」が 20.0%、「知らない」が 75.5% と
なっており周知不足である。
コアラボの中小企業診断士による事業相談については「利用したことがある」「是非利用したい」
「必要とあれば利用したい」が 64.4% となり、半数を超える需要がある。
サービスの内容としては「ビジネスマッチングサービス」「従業員向け研修サービス」「最先端技術や業界
トレンドに関する勉強会・座談会」「金融機関による金融相談会」が上位を占めた。設備に関しては
「イベントスペース貸し出し」「3ＤプリンターやＶＲ等の体験コーナー」｢撮影スタジオ｣などの要望が
多かった。

・

・

・

■ コアラボについて

【コアラボを知っているか】

【どんなサービスや設備があれば利用したいと思うか】

【コアラボの中小企業診断士による
　　　　　　　　　　事業相談をしたいか】

知らない

知っているが利用したことがない

利用したことがある

75.5％

91 件

81 件

67 件

42 件

36 件

60.1％
35.6％

2.5％
1.8％

20.0％

4.4％

必要があれば利用したい
利用したいとは思わない
利用したことがある
是非利用したい

ビジネスマッチングサービス

従業員向け研修サービス

最先端技術や業界トレンドに関する勉強会・座談会

金融機関による金融相談会

イベントスペース貸し出し

3Dプリンタや VR等の体験コーナー

撮影スタジオ

ビジネス書籍の貸し出し

テレワーク環境

登記や住所貸し

キッチン

その他

28 件

25 件

22 件

19 件

13 件

10 件



三田市商工会「2022 年度 市内経済雇用動向調査」報告書 【業種別：全体】No.15

■ 課題

【直面している経営上の課題】

206 件

153 件

127 件

123 件

87 件

77 件

56 件

52 件

51 件

50 件

46 件

30 件

27 件

26 件

23 件

22 件

22 件

17 件

17 件

11 件

11 件

4件

3件

原材料・仕入商品価格の上昇

従業員の確保難

諸経費の増加

人件費の高騰

設備・店頭等の老朽化又は狭さ

売上（受注）価格の低減

民間需要の低迷

新規参入業者の増加

ニーズ変化への対応難

後継者難

生産・販売能力の不足

協力企業（外注先等）の倒産、廃業

IT 投資による業務効率化

官公需要の低迷

消費税引き下げへの対応難

大企業等の進出による競争激化

事業資金の借入難

土地の不足

周辺の空き店舗増加による賑わいの低下

在庫の過剰

連帯先（他業種、研究機関、地域）の情報不足

設備・店舗等の過剰

仕事の海外流出

特になし

事業の課題としては、｢原材料・仕入商品の価格の上昇｣｢従業員難｣「諸経費の増加」が上位を占めている。
＜まとめ＞
①

②

景況感・・・新型コロナウイルス感染症による時流や環境の変化に対応し、事業運営が好転している
業種もあるが、依然としてマイナスの影響は大きく、全体の景況感は好転していない。
原材料・仕入商品の価格の上昇、従業員の確保、諸経費や人件費の高騰が事業の経営を圧迫しており、
事業経営が好転するような支援（補助金等の活用、金融支援、広報支援、採用活動支援）が必要である
と考える。

39件


